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資料の見方 

 

 

●各部のページ構成 

 

 

使命・目標及び実施方針の作成・管理フロー 

 

 

第２次総合計画・前期基本計画 

第２次 

実施計画 

まち・ひと・しごと

創生総合戦略 

 各課の使命・目標及び実施方針 

使命・目標：部の使命・目標を受け、より具体的に設定します。 

実 施 方 針：部の実施方針を受け、主要な施策をより具体的に 

      示します。 

 各部の使命・目標及び実施方針 

使命・目標：部の目指す姿（成果）に対する現状と課題を踏ま

え、部の果たす役割（使命）、目標

を中期的（R１～R３）な視点で設定し

ます。 

実 施 方 針：第２次実施計画をはじめとする各種計画等に基

づき、本年度取り組んでいく施策の方向性を示

します。（単年度） 

 

部長級 

課長級 

人事評価制度 

 

職務目標管理シート 

各部の使命・目標 

行政経営の 

重点方針 

行財政 

改革大綱 

各施策の 

個別計画 

４月 

市長との意見交換 

（部の使命・目標） 

課の使命・目標作

成 

人事評価制度職務目標

管理シート作成 

５月 

部の使命・目標 

作成 

副市長面談 

（難易度決定） 

10月 ２月 

部長級面談 

（最終評価面談） 

副市長面談 

（最終評価面談） 

スケジュール 

フィードバック 

副市長面談 

（中間面談） 

部長級面談 

（中間面談） 

６月 

部の使命・目標の

公表 

職務目標管理シート 

各部の使命・目標 



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 構成する課及び

グループ 
部に属する課及びグル

ープ名 

④ 担当する事務 

主な業務 

⑤ 職員数  (※1) 

総数、課別職員数 

⑥ 予算概要 (※2) 

部の予算額 

※１ 課に属さない職員がいるため、課別職員数の合計が部総数に合致しない場合があります。 

   また、職員数は、特別職及び再任用短時間勤務職員を除いた数です。 

   （令和３年４月１日職員数 ５８２人） 

※２ 職員の給料などの経費を除いているため、各会計の予算総額と合致しない場合があります。 

 

①  使命・目標 

戦略プロジェクトは☆ 

 

 
 

○○部 

 

使命・目標 

◇ ………………… 

◇ ………………… 

◇ ………………… 

 

実施方針 

①………………… 

②………………… 

③………………… 

_……，……，…… 

構成する課及びグループ 

_……，……，…… 

担当する事務 

_……，……，…… 

職員数 

_……，……，…… 

予算概要 

② 実施方針 

令和３年度の実施方針 
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 令和３年度 行政経営の重点方針  

 

私たちは、全世界で猛威を振るう新型コロナウイルス感染症と 

の闘いの中にいる。長期化する感染拡大により、その影響は多岐 

にわたり、価値観の変化や社会的分断にも波及している。早期にこの厳しい局面を乗り

越え、感染拡大の防止と社会経済活動の両立による「新たな日常」を構築するとともに、

コロナ終息後を見据えたしなやかな地域社会への転換が求められる。 

一方、少子高齢社会の進展や人口減少社会という大きな社会構造の変化のみならず、

近年の社会の成熟化や科学技術の革新に伴い、DX（デジタル変革）等によるスマート

社会へと既に足を踏み入れている。これらの社会構造の転換は、好むと好まざるとにか

かわらず、持続可能な自治体経営への変革を私たちに求めている。 

 

こうした時代の転換点にあって、本市は、今後も環境変化に適応し持続的に成長する

都市でありたいと考える。また、今日までの歩みを礎に、多彩なまちの魅力やリソース

を調和させ、その高い結晶性によって市民のクオリティ･オブ･ライフを創出し、将来世

代へと継承させたいと願う。 

その具現化には、先ずは直面する新型コロナウイルス感染症対策を徹底するとともに、

健やかな暮らしと地域社会を好循環へとつなぐ真の健康都市「緑の健都 かめやま」の

実現をめざす。人生 100 年時代に備えた共生社会の構築、国民体育大会の開催、若者

の定住促進と中心市街地の再生、新たな段階へ入るリニア構想など、「第 2 次総合計

画／グリーンプラン 2025」の積極的な展開と「第 3 次行財政改革大綱」による財政

健全性を確保し、その両立に挑戦していかなければならない。 

 

これらを踏まえ、来る令和 3 年度を『快活の年』と位置づけ、以下の取り組みを行政

経営の重点方針として定める。 

 

 

 

 

 

 

 

以上、一人ひとりの考動をもって、確かな一歩を踏み出されたい。 

 

令和３年２月１０日 

 

                     亀山市長 

 

 １．新型コロナウイルス感染症対策の推進と全市民へのワクチン接種の実施 

２．「第２次総合計画」前期基本計画の必達と後期基本計画の策定 

３．「第３次行財政改革大綱」重点方針15の必達 

４．組織の横断的連携と働き方改革の実現 
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部長 山本 伸治 

 

 

 

 

 

 

 

 

次長 田中 直樹 

 

 

  

 

 

◇第２次総合計画・前期基本計画第２次実施計画に掲げる事業の着実な推進により、前

期基本計画の必達を図るとともに、基本構想の具現化に向け後期基本計画を策定しま

す。併せて、第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定するほか、都市の持続可

能性の向上に繋げていくため亀山版ＳＤＧｓの確立を図ります。 

◇リニア市内停車駅誘致が新たな局面を迎えることから、県等関係団体との連携を強化

し、一層積極的な誘致活動を展開します。 

◇後期基本計画の策定に併せ長期財政見通しを見直すとともに、第３次行財政改革大

綱・前期実施計画に掲げる取組項目の不断の実践により、持続可能な行財政運営に取

り組みます。 

◇ＤＸを推進しスマート自治体を目指すことにより、市民サービスの更なる向上につな

げ、市民のＱＯＬ（暮らしの質）を高めていきます。 

◇アフターコロナにおけるニューノーマルを意識した市役所の働き方改革を実践するこ

とにより、職員が働きやすい職場環境の充実に努めます。 

◇行政の中心拠点となる新庁舎の整備推進に向けて、新型コロナウイルス感染症終息後

の行政サービスの在り方等を踏まえ、基本計画の策定に取り組みます。 

◇固定資産等の課税対象を的確に把握し、適正な評価を行うとともに、納税環境の充実

と滞納市税の削減に努め、公平・公正な賦課・徴収を行います。 

 

「コロナ克服と快活の精神」をもって、前期

基本計画の必達及び後期基本計画の策定に向

けて取り組みます。 

第３次行財政改革大綱を着実に推進する

とともに、市税の適正な賦課・徴収に努

めます。 
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参事 原田 和伸 

 

 

   

 

 

 

 

 

① 第２次総合計画前期基本計画の必達を図るとともに、基本構想の具現化を図るた

め後期基本計画を策定します。併せて、地方創生の推進と都市の持続可能性の向上

に繋げていくため、亀山版ＳＤＧｓの確立を図ります。 

・前期基本計画の最終年度として、戦略プロジェクトをはじめ、各施策の必達に向け

総合調整を図るとともに、施策の推進に資する適切な行政評価の実施と行政評価シ

ステムの見直しを行います。 

・前期基本計画の計画期間が終了するため、庁内検討組織での検討等を通じ後期基本

計画を策定するとともに、後期基本計画と整合を図りつつ、第２期まち・ひと・し

ごと創生総合戦略を策定するほか、総合計画に亀山版ＳＤＧｓの視点を取り入れて

いきます。 

 

② リニア市内停車駅誘致が新たな局面を迎えることから、県等関係団体との連携を

強化し、一層積極的な誘致活動を展開します。 

 ・本市が「リニア中央新幹線建設促進三重県期成同盟会」において県内唯一のリニ

ア県内駅位置候補に決定されたことから、リニア駅を生かしたまちづくりに関す

る可能性調査を活用し、本年９月に県期成同盟会に対し、市内停車駅候補地案を

提出します。 

 ・市民・県民に対し、リニア亀山駅誘致の取組を一層理解していただくため、リニア

市民会議主体のシンポジウムを支援します。 

 

③ 後期基本計画の策定に併せ長期財政見通しを見直すとともに、第３次行財政改革

大綱前期実施計画の推進及び公共建築物個別施設計画に基づき施設の統廃合や複合

化に取り組みます。 

 ・後期基本計画の策定に併せ長期財政見通しの見直しを行うとともに、今後執行が予

定されている大規模事業については優先度を勘案し、選択と集中など今後の健全な

財政運営に資する取り組みを展開します。 

・第３次行財政改革大綱を着実に推進し、市民サービスの向上とAI・RPA等を活用し

たスマート自治体への転換に向けて取り組みます。 

行政課題に対し的確な対応ができるよう

組織・機構の再編に取り組みます。 



 4  

 

・前期実施計画に掲げる事業を推進するため、毎年度取組の進捗を計画的に管理する

とともに、ワーキンググループの調査・研究により計画の更なる進捗を図ります。 

・公共建築物個別施設計画に基づき、計画的な施設の統廃合及び複合化に向けた検討

を進めます。 

④ ＤＸを推進しスマート自治体を目指すことにより、市民サービスの更なる向上に

つなげ、市民のＱＯＬ（暮らしの質）を高めていきます。 

・ＡＩ・ＲＰＡにおいて、導入効果の高い業務を優先的に拡充することにより、事務

の効率化を図り、人的資源を注力するべき業務に振り向けます。 

・マイナンバーカードの取得促進を図り、これを活用した行政手続きのオンライン化

を進め、市民の利便性向上を図ります。 

・各種研修などによりＤＸの推進を支えるデジタル人材の育成・確保に努めます。 

 

⑤ アフターコロナにおけるニューノーマルを意識した市役所の働き方改革を実践す

ることにより、職員が働きやすい職場環境の充実に努めます。 

 ・ニューノーマルな働き方として、テレワークや変形労働時間制の実施などによ

り、多様で柔軟な働き方を構築します。 

・特定事業主行動計画に基づき労働時間の短縮や年次有給休暇の取得拡大を進め、ワ

ーク・ライフ・バランスを推進します。 

 ・働きやすい環境を整備するため、育児・介護や各種休暇制度などについて、パンフ

レットなどを作成し周知を図ります。 

・様々な行政課題に的確に対応できる組織・機構を目指して再編を実施します。 

 

⑥ 新庁舎整備基本計画の策定に取り組みます。 

・新型コロナウイルス感染症の影響やＤＸ（デジタル変革）の進展による行政サービ

スや職員の働き方の改革などを反映するため、これまで検討してきた事項の見直し

を行い、改めて新庁舎整備基本計画の策定を行います。 

 

⑦ 適正な評価と公平・公正な賦課に努めるとともに、納税環境の充実と滞納市税の

削減に努めます。 

・税に関する情報を迅速かつ的確に把握し、適正な評価と公平・公正な賦課に努めま

す。 

・多様な納付機会の提供により、納税環境の充実に努めるとともに、納税の公平性を

確保するため、地方税管理回収機構の活用などにより、滞納市税の削減に努めま

す。 

・ICTを活用した業務の効率化を目指し、個人市民税、固定資産税、軽自動車税等に

おいて導入したＲＰＡの検証を行い、更なる業務の効率化に向けた活用を進めま

す。 
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総数 ６３人 

課別職員数（部長等、課に属さない職員は含まない） 

政策課 １２人 総務課 ２１人 財務課 ８人  

税務課 １９人 

 

 

 

   

令和３年度総合政策部予算額 

 一般会計 ２７億２，９９４万円 

（特別職、一般職に係る人件費を除く） 

 

職員数 

予算規模 

        

政策課  広報秘書グループ 政策調整グループ 

総務課  法務グループ 人事給与グループ 情報統計グループ 

財務課  財政行革グループ 契約管財グループ 

税務課  市民税グループ 資産税グループ 収納対策グループ 

 

構成する課及びグループ 

 

（１）秘書に関する事項 

（２）広報及び広聴に関する事項 

（３）市政の総合企画及び調整並びに政策評価に関する事項 

（４）議会に関する事項 

（５）文書及び法規に関する事項 

（６）市の組織及び職員に関する事項 

（７）統計に関する事項 

（８）情報政策に関する事項 

（９）行政改革に関する事項 

（10）予算に関する事項 

（11）財産管理に関する事項 

（12）入札及び契約に関する事項 

（13）工事設計の審査に関する事項 

（14）工事の検査に関する事項 

（15）税の賦課及び徴収に関する事項 

担当する事務 
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部長 青木 正彦 

       

 

 

 

 

                    

                           

 

次長・関支所長 辻村 俊孝 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇地域まちづくり協議会や市民活動などの活性化を図り、活力ある地域社会の実現に取

り組みます。 

◇市民誰もが安心して医療を受けられるよう、特色ある福祉医療費助成制度の維持と国

民健康保険事業の健全な運営に努めます。 

◇市域の豊かな自然環境と歴史文化を次代へ継承できるよう、産学民官で連携・協力し

てその保全・活用に取り組みます。 

◇SDGｓの視点を取り入れた「第２次亀山市環境基本計画」を策定し、計画的に取り組

み、環境負荷の少ない持続可能なまちづくりを推進します。また、安心・安全な廃棄

物処理を継続するため、廃棄物処理施設の適正管理に努めるとともに、次期施設の在

り方に関する調査・研究を進めます。 

◇市民が、文化的で心豊かに生活できるよう文化芸術の振興を図るとともに、生涯を通

じて心身ともに健康で過ごせるようスポーツを推進します。 

◇市民が、豊かさを感じられる生活を送れるようワーク・ライフ・バランスを推進する

とともに、一人ひとりが尊重され、多様性を認め支え合う共生社会を築きます。 

◇本市の歴史・自然・文化等、魅力ある地域の資産を守り活かしていくことで、市民の

地域に対する誇りと愛着を育むとともに、地域やその経済を活性化する「まちづく

り観光」の好循環を確かなものにしていきます。 

豊かな自然と快適な環境の下で、安心し

て暮らせる持続可能な地域づくりに取り

組みます。 

 

スポーツ・歴史文化・芸術文化を通じ、

市民が輝くまち「かめやま」を目指しま

す。 
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① 地域まちづくり協議会や自治会の活動を支援します。 

・地域まちづくり協議会の活動を推進するため、地域予算制度による財政支援や地域

担当職員配置などの人的支援を行います。また、担い手の育成を支援し、地域住民

による自立した地域まちづくり活動の促進を図ります。 

・亀山市基金条例の一部改正に伴い、地域まちづくり協議会の活動拠点施設などの施

設整備について、市民まちづくり基金の活用を検討します。 

・自治会が所有する集会施設の改修等に助成を行うとともに、自治会長研修を開催し

良好な地域づくりに向けて自治会活動の支援を行います。 

 

② 市民活動団体を支援し、協働によるまちづくりを推進します。 

・市民活動応援制度や市民参画協働事業推進補助金により市民活動団体に対して財政

的な支援を行うとともに、引き続き協働事業提案制度を実施することで、市民の自

発的なまちづくりへの参画・協働を進めます。 

 

③ 保健事業と介護予防の一体的な実施と福祉医療費助成事業の見直しに取り組みま

す。  

・高齢者の糖尿病の重症化予防と介護予防（フレイル対策）の一体的な実施に向け

て、関係部署と連携し具体的な検討を進めます。 

・福祉医療費助成事業を持続的に実施していくため、制度の見直しに取り組みます。 

 

④ 国民健康保険事業の健全な運営と生活習慣病の予防に努めます。 

・国民健康保険事業を安定的に運営できるように、医療費適正化や収納対策の強化に

努めるとともに、特定健康診査の受診率向上に向けた取組を実施し、生活習慣病の

予防につなげます。 

 

⑤ 親切丁寧な窓口対応に努めるとともに、マイナンバーカードの普及と利便性の向

上を図ります。 

・市民の皆さんの窓口として「笑顔とあいさつ」をもって、親切丁寧で正確な対応に

努めます。 

・マイナンバーカードの交付率向上に取り組むとともに、コンビニ交付サービスの利

用促進など利便性の向上を図ります。 

 

⑥ 鈴鹿川等源流域の豊かな自然環境と歴史文化を次世代に継承していくため、保全

と活用に取り組みます。 

・鈴鹿川等源流域をはじめとする市域の自然環境を大切にする心の醸成を図るため、

市民団体等の多様な主体と連携・協力し、環境教育・体験学習など自然環境と触れ

合う機会を創出するとともに、保全及び活用に関する取組の情報発信に取り組みま

す。 
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⑦ 環境基本計画を策定し、計画的に推進するとともに地球温暖化対策に取り組みま

す。 

・環境施策を総合的に推進するため「第２次亀山市環境基本計画」を策定し、産学民

官が連携・協働して計画的に推進するとともに、地球温暖化対策に取り組み、環境

負荷の少ない持続可能なまちづくりを推進します。 

 

⑧ ごみの減量化・再生利用の推進と廃棄物処理施設の適正管理に取り組みます。 

・雑がみ等の新たな資源物回収を本格実施するとともに、固化飛灰の適正処理に取り

組み、廃棄物の再生利用拡大を進めます。 

・ごみ溶融処理施設とし尿処理施設の設備等を計画的に整備し長寿命化を図るととも

に、稼働期間満了後の次期施設の在り方について情報収集や研究に取り組みます。 

 

⑨ 文化振興基本法を踏まえた条例等を整備するとともに、ワーク・ライフ・バラン

スや人権施策を推進し、共生社会の実現を目指します。 

・「かめやま文化年」等文化振興施策・事業を検証し、文化振興基本法を踏まえた条

例の制定及び地方文化芸術推進基本計画（文化振興ビジョン）の策定を行うととも

に、市民活動の拠点となる文化会館の施設設備を改修します。 

・男女が生き生き輝くため、働き方改革などワーク・ライフ・バランスの推進を図る

とともに、様々な人権を尊重できる社会の実現に向け、意識の啓発や関係機関と連

携した取組を行います。 

 

⑩ 国民体育大会の開催に伴い、機運の醸成に努めるとともに、施設の改修を図るな

ど利便性の向上に努めます。 

・国民体育大会の開催に伴い、市民がスポーツに取り組む機運を高めるとともに、西

野公園運動施設等の整備や第２次スポーツ振興計画の改定を行います。 

 

⑪ 歴史風致の維持・向上のためのまちなみ保存を進めるとともに、文化遺産等の調

査研究・情報発信を進めます。 

・歴史的風致の維持・向上のため、既存文化財の修理・修景及び活用を進めるととも

に、歴史的・文化的なまちなみ保存を進めます。 

・天然記念物のネコギギなどの調査研究、国史跡の指定を受けた「鈴鹿関跡」の発掘

調査を進めるとともに、情報発信に努めます。 

 

⑫ 「まちづくり観光」を推進するとともに、亀山７座トレイルの開発により、新た

な観光資源の活用に取り組みます。 

・「まちづくり観光」推進の中核となる観光協会の運営強化を支援する他、三重県観

光連盟等と広域連携を行い、様々な機会を通じて市の魅力や観光資源の情報発信に

努めます。また、関宿にぎわいづくり基金の活用について検討を進めるとともに、

市の目指すべき観光振興策などについて整理した観光振興ビジョンを策定します。 
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総数 ７２人 

課別職員数（部長等、課に属さない職員は含まない） 

まちづくり協働課 ８人 市民課  ２２人  環境課 １５人  

文化スポーツ課 １８人 地域観光課 ７人 

 

・亀山７座トレイル整備活用推進事業を協力団体と連携して推進し、新たな観光資源

の開発と活用に取り組むとともに、第６８回東海高等学校総合体育大会登山競技の

大会運営を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

職員数 

 

       

まちづくり協働課  地域まちづくりグループ 市民協働グループ 

市民課       医療年金グループ 国民健康保険グループ 

          戸籍住民グループ 

環境課       環境創造グループ 廃棄物対策グループ 

文化スポーツ課   文化共生グループ スポーツ推進グループ  

国体推進グループ まちなみ文化財グループ 

歴史博物館 

地域観光課     地域サービスグループ 観光交流グループ 

 

構成する課及びグループ 

   

（１）市民相談、自治振興及び地域づくり支援に関する事項 

（２）市民参画及び男女共同参画に関する事項 

（３）国際化に関する事項 

（４）医療給付に関する事項 

（５）国民健康保険及び国民年金に関する事項 

（６）戸籍及び住民基本台帳に関する事項 

（７）環境の保全及び創造に関する事項 

（８）廃棄物対策に関する事項 

（９）支所及び出張所の窓口業務に関する事項 

（10）支所及び出張所の所管区域内の事業に係る関係部との連携に関する事 

   項 

（11）観光に関する事項 

（12）文化芸術の振興に関する事項 

（13）人権に関する事項 

（14）スポーツの推進に関する事項 

 

担当する事務 
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令和３年度生活文化部予算額 

一般会計  ４３億８，２２６万円 

特別会計  ５３億８，９３９万円 

 （一般職に係る人件費を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算規模 
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部長 小林 恵太 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

              次長 小坂 みゆき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆市民の健康寿命を延ばし、健康的で豊かな暮らしの実現を目指し、関係部局と連携

して戦略プロジェクト「健都さぷり」プロジェクトを推進し、まち・ひとの健康環

境づくりを進めます。 

☆子育てをしながら、定住の地として選ばれるまちを目指し、関係部局と連携して、

戦略プロジェクト「そして、親となるまち」プロジェクトを推進し、子育て環境の

さらなる充実を図ります。 

◇新型コロナウイルス感染症対策について、その感染防止のため、徹底した市民周知を

はじめ、生活習慣における免疫力を維持する取り組みを進めるとともに、安心かつ円

滑な新型コロナウイルスワクチン接種を進めます。 

◇健康都市連合加盟市として、人も都市も健康になることを提唱するWHOの考え方に沿

った新たな健康都市構築に向け、都市環境、自然環境、文化など人の健康に影響を及

ぼすあらゆる要因を改善する取組を開始します。 

◇亀山市第２期国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）を推進し、亀山市

民の健康状況に基づいた健康づくりを進めます。 

◇子どもを安心して産み育てられるよう、第２期「亀山市子ども・子育て支援事業計画」

に基づき、就学前教育・保育の環境整備、放課後児童クラブの運営支援、子どもや女

性の相談体制の充実に努めます。 

 

コロナウイルスに打ち勝ち、市民の誰も

が、健康で幸福な生活基盤を築けるまちを

目指します。 

 

 

「子どもの笑顔が輝く子育てのまちかめやま」

をめざし、切れ目のない子ども・子育て支援を

推進します。 
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◇団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年問題を見据え、住み慣れた地域で暮らし続

けることができるよう、地域の医療、介護、生活支援等を一体的に取り組む亀山版地

域包括ケアシステムを関係部局等と連携して深化させます。 

◇高齢者や障がい（児）者等に対する福祉サービスの在り方を見直します。 

◇総合保健福祉センター『あいあい』を市民の保健・福祉の拠点として、亀山市社会福

祉協議会と連携して体制を充実させます。                            

 

 

 

 

 

① 新型コロナウイルス感染症対策に取り組みます。 

・市民の命と健康を守るため、市医師会、保健所等と連携しながら、新型コロナウイ

ルスワクチン接種計画に基づいて令和３年１０月までに接種対象者のうち７０％の

接種を終えることを目指した接種体制を構築する等、感染予防策を展開します。 

・子育て世帯に対する生活支援特別給付金など、国の支援策については、少しでも早

く対象者のもとに届くよう、関係部署と協力して取り組みます。 

・市民が安心して生活できるよう、感染症の正しい情報を早く周知します。 

 

② 市民一人ひとりの健康管理を支援します。 

・亀山市高齢者福祉計画に基づき、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に向け

て検討するとともに、『＋１０（プラス・テン）』を意識した亀山版健康マイレー

ジ事業を継続実施します。また、日常の生活習慣における免疫力を維持向上させる

取り組みや、健康体操の普及啓発など市民の自主的な健康づくりを推進します。 

・「健都さぷりプロジェクト」に健都サプリ免疫力維持プログラム支援事業（仮称）

など新しい取組を掲げ、新しい健康都市構築に向けた取組を開始します。また、

「緑の健都」にふさわしい、市民の新しい学びと交流の場としての「健康都市大

学」の在り方について検討を進めます。 

・三重大学地域医療学講座の継続や、がん検診などの各種健（検）診について医療機

関と連携し受診率の向上を図ります。また、亀山市健康・医療推進計画における成

果や課題を精査し、新たな計画策定に取り組みます。 

 

③ 子育て世代に選ばれる「子どもの笑顔が輝く 子育て交流のまち かめやま」の

実現を目指します。 

・保育所、幼稚園、認定こども園において、新型コロナウイルス対策を十分に行いな

がら、それぞれの特性を生かし、体験的活動を大切にした就学前教育・保育の充実

を図ります。また、就学前・保育施設の再編方針に基づき、和田保育園保育室増設

等の事業を進めます。 

・放課後児童クラブの運営支援や長期休業子どもの居場所づくり等により、子どもの

居場所の確保を図ります。 
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・「かめやま子育てLINE」の活用による情報提供の充実により、子育てにやさしい

まちのイメージアップや発信に努め、子育て世代の定住を促進します。 

 

④ 子どもの総合相談・支援に取り組み、子どもの育ちをサポートします。 

・「子ども家庭総合支援拠点」における子どもの発達やDV（ドメスティック・バイ

オレンス）・女性相談に対しての適切な支援と「子育て世代包括支援センター」で

の妊娠・出産から子育てまでの母子保健サービス等、それぞれの取組を充実させな

がら有機的に連携し、子どもとその家族を切れ目なく支援する「亀山版ネウボラ」

の確立・深化を目指します。 

・小山田記念温泉病院との協定（ＫＵＫＳ）によるリハビリテーションプログラムを

実施するとともに、県立子ども心身発達支援センターへの職員派遣やＣＬＭ研修等

の実施により職員の専門性を向上させることで、支援体制の中核的役割を担う人材

を育成します。また、今後の本市の支援体制の中核となる児童発達支援センターの

整備に関する方針の策定を進めます。 

 

 

⑤ 誰もが住み慣れた地域で安心して生活できる環境づくりに取り組みます。 

・障害者総合相談支援センター「あい」の充実を図ります。 

・新たな地域包括支援センターの体制のもと、医療・介護・予防・住まい・生活支援

が一体的提供される地域包括ケアシステムの構築を進め、「かめやまホームケアネ

ット」や「介護予防・日常生活支援総合事業」などの事業の展開を図るとともに、

認知症高齢者賠償責任保険制度の確立と運用を進めます。 

・相談支援包括化推進員を中心に、社会福祉協議会に設置したCSWとの連携をもと

に、地域における助け合いの仕組みづくりを進めるとともに、引きこもりや成年後

見など複雑化・複合化した福祉課題を抱えた世帯に対し、全庁をあげた多機関連携

による取り組みを展開し、属性や世代に関わらない重層的な支援体制の整備を進め

ます。 

・「地域共生社会」の実現に向け、第２次亀山市地域福祉計画・地域福祉活動計画

（後期）の策定を進めます。 

・障がいのある人が自立した日常生活や社会生活が営むことができるよう、第２次亀

山市障がい者福祉計画の見直しを図ります。 

 

⑥ 保健・福祉の拠点である総合保健福祉センター「あいあい」を、くつろぎとふれ

あいの場として、市民に提供します。 

・多様化する保健・福祉ニーズに柔軟に応えられるよう、市民目線の行政事務を行い

ます。 

・市民から親しまれる施設として、市民のニーズや新型コロナウイルスの感染状況等

の社会情勢に応じた適切な運用・管理に努めます。 
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地域福祉課   福祉総務グループ 障がい者支援グループ 

長寿健康課   健康づくりグループ 高齢者支援グループ 

        新型コロナウイルスワクチン接種室コロナワクチン接種

グループ 

子ども未来課  子ども総務グループ 子育てサポートグループ 

子ども支援グループ 

保育所８園 認定こども園１園 幼稚園４園 

 

構成する課及びグループ 

 

（１）地域福祉に関する事項 

（２）生活保護に関する事項 

（３）障がい者福祉に関する事項 

（４）保健予防及び健康づくりの推進に関する事項 

（５）高齢者福祉に関する事項 

（６）地域医療に関する事項 

（７）児童福祉に関する事項 

（８）就学前の子どもに対する教育及び保育に関する事項 

（９）子育て支援に関する事項 

（10）母子福祉に関する事項係 

 

担当する事務 

 

総数 １２３人 

課別職員数（部長等、課に属さない職員は含まない） 

地域福祉課 ９人 長寿健康課  ２５人 子ども未来課 ２３人 

保育所  ４２人 認定こども園  ８人 幼稚園    １４人 

 

職員数 

 

令和３年度健康福祉部予算額 

一般会計  ５１億３，００２万円 

（ 一般職に係る人件費を除く） 

 

 

予算規模 
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部長 大澤 哲也  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次長 亀渕 輝男 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆戦略プロジェクト３「JR 亀山駅周辺拠点力向上」プロジェクトを推進するため、市

の玄関口である亀山駅周辺の再生を進め、駅周辺のにぎわいづくりと利便性や安全

性の向上を図ります。 

◇市民が、安全で快適な生活を送れるよう、地域公共交通計画の検証を行い、新たな計

策の策定に取り組みます。 

◇市内事業者が、地域に根ざした活発な事業活動を行うとともに、多様な企業が、市内

に立地し企業活動を展開することで、雇用を創出します。 

◇農林業の担い手が、効率的かつ安定した経営を営めるよう、効果的な支援策に取り組

むとともに、鈴鹿川等源流域の自然環境等を次世代へ継承します。 

◇暮らしやすく心地よいまちづくりを進めるため、都市マスタープランの具現化を図り

ます。 

◇国土強靭化地域計画に基づき、市民が、快適で安全・安心な住環境の向上を図るため

の居住支援や災害に強い住まいづくりを推進するとともに、安全に配慮した道路や公

園の整備と適切な維持管理を行います。 

 

 

快適で活力のあるまちを目指し、産業の

振興と生活基盤の向上に取り組みます。 

 

 

 

 

亀山駅周辺の再生に向けて、市街地 

再開発事業や関連事業を推進します。 

 



 16  

 

 

 

 

 

 

参事 田所 学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 公共交通ネットワークの形成を進めます。 

・全ての地域公共交通が一体となって機能する公共交通ネットワークの形成に繋げる

ため、地域公共交通計画の検証を行い、今後の方向性を反映させた新たな計画を策

定します。 

・JR加太駅舎の改修を進め、利用者の利便性向上と地域活性化に繋げます。 

 

②  商工業の活性化と雇用の創出に取り組みます。 

・新型コロナウイルス感染状況を鑑み、影響を受けた事業者、消費者に対する経済対

策を必要な時期に実施します。 

・新規立地や既存企業の事業拡大等、多様な産業の集積を促進するとともに、関係機

関と連携した求人懇談会の開催など、雇用確保についての支援を行います。 

・本市の企業誘致環境を踏まえ、新たな企業誘致、設備投資に繋がるよう、産業振興

奨励制度を見直すとともに、今後の工業用地への水の安定供給に関する調査を実施

し、新たな産業団地の開発に向けた検討を進めます。 

・「亀山ブランド」認定制度により、本市の特産品の魅力や価値にさらに磨きをかけ

るとともに、新たな地域資源を発掘・創出し、産業振興と地域活性化に繋げます。 

 

③ 農林業経営の安定化と森林の保全に努めます。 

・地域の実情に合った農業基盤の整備を進めるとともに、農業経営の安定化に向けて、

認定農業者や集落営農組織の育成・確保に努めます。 

・豚熱、鳥インフルエンザ対策として畜産農家へ支援を行うとともに、獣害対策の強

化を図ります。 

・利用間伐や施業の集約化などの林業生産活動を支援し、林業事業体の経営の安定化

を図るとともに、森林環境譲与税を活用した森林経営管理事業により、林業経営の

効率化と森林管理の適正化の両立を図ります。 

 

 

亀山市にふさわしい、暮らしやすく心地よい

まちづくりを推進します。 
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・鈴鹿川等の源流域にある森林を保全するため、間伐による環境林の整備を進めると

ともに、産学民官が連携し、森林に触れ合う様々な機会を創出します。 

 ・新型コロナウイルス等による減収などから農業者を守る「収入保険制度」への加入

を支援します。 

 

④ 暮らしやすく心地よいまちづくりを進めます。 

・亀山市にふさわしい土地利用制度やエリアプランの検討などを進め、都市マスター

プランの具現化を図るとともに、戸建て住宅の取得支援など、居住誘導区域への誘

導施策を展開します。 

・亀山駅周辺の市街地再開発事業及び関連事業を、組合や関係者等とともに計画的に

推進します。 

・歴史的風致維持向上計画及び景観計画に沿って、歴史的風致の維持・継承を図ると

ともに良好な景観を形成し、特色を生かしたまちづくりを進めます。 

・都市公園の施設機能の充実を図るとともに、計画的な維持管理に努めます。 

 

⑤ 快適で安全・安心な住環境の整ったまちづくりを進めます。 

・民間活力の導入等による市営住宅の効率的な運営や住宅に困窮する人に対する住ま

いの確保に努めます。 

・移住・交流促進アドバイザーと連携した情報発信や移住相談を行うとともに、空き

家改修に伴う支援や空き家情報バンクの活用により、移住・定住促進を図ります。 

・建築協定などを活用し、地区の特性にふさわしい住宅建築を促進します。 

・災害に強いまちづくりのため、木造住宅の耐震化やブロック塀等の撤去を促進する

とともに、特定空家等の認定及び所有者へ指導など空き家対策を進めます。 

・地籍調査を計画的に進め、地籍の明確化を図ります。 

・防災重点農業用ため池の耐震調査を引き続き実施するとともに、今後の整備計画に

ついての検討を行います。 

 

⑥ 安全に配慮した道路の整備や適切な維持管理を進めます。 

・安全性・利便性の向上や交通渋滞の緩和を行うため、市道和賀白川線など幹線道路

の整備を進めるとともに、鈴鹿亀山道路及び国道３０６号川崎庄内バイパスについ

て、三重県との協議を行います。 

・道路の拡幅や狭あいな生活道路の解消など、地域の実情に応じた道路改良に取り組

みます。 

・効率的・効果的な道路管理を図るため、幹線道路の予防保全的な舗装老朽化対策に

取り組みます。 

・地震災害時の安全性を確保するため、橋梁の耐震化・長寿命化を進めます。 

・地域や美化ボランティア団体とのアダプトプログラム等の協働による道路及び公園

の環境美化に努めます。 
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参事 草川保重 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業振興課 農業グループ 森林林業グループ 商工業・地域交通グループ 

用地管理課 管理グループ 用地グループ 

土木課   施設整備グループ 施設保全グループ 

都市整備課 都市計画グループ 建築開発グループ 住まい推進グループ  

亀山駅前整備グループ 

 

 

構成する課及びグループ 

 

（１）農業に関する事項 

（２）林業に関する事項 

（３）商工業に関する事項 

（４）地域交通に関する事項 

（５）道路、河川及び橋りょうに関する事項 

（６）公園及び緑地に関する事項 

（７）都市計画に関する事項 

（８）建築に関する事項 

（９）開発指導に関する事項 

（10）住宅に関する事項 

 

担当する事務 

 

総数 ６２人 

課別職員数（部長等、課に属さない職員は含まない） 

産業振興課 １９人 用地管理課 ９人 土木課 １２人  

都市整備課 ２０人 

 

職員数 

 

令和３年度産業建設部予算額 

一般会計  ３１億２，４８６万円 

（一般職に係る人件費を除く） 

 

 

 

予算規模 
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部長 服部 政徳 

 

 

 

 

 

 

 
◇市民が、快適に暮らせるよう、『亀山市新水道ビジョン』に基づき水道施設の更新整
備を行うなど、安全でおいしい水の安定供給に努めます。 

◇市民が、快適に暮らせるよう、『生活排水処理アクションプログラム』に基づき生活
排水処理施設の整備、長寿命化対策を行うなど、良好な生活環境の向上を図るととも
に、効率的な施設整備を図ります。 

◇新たな産業団地に対応出来る工業用の水の確保に努めます。 
◇上下水道事業の持続可能な事業運営を図るため、事業の効率化と経営基盤の強化に努
めます。 

 

 

 

 

① 安全でおいしい水の安定供給に努めます。 

・SDGｓの視点を取り入れ、水質や施設の適正管理に努めます。 

・基幹管路や配水管などの水道施設の老朽化対策や耐震化整備を計画的に進めるとと

もに、水量・水圧不足解消のための加圧ポンプ室の整備を進めます。 

・水道施設の適切な管理や計画的な施設の更新を図るため、水道施設の台帳作成を進

めます。 

 

② 良好な生活環境の向上を図ります。 

・公共下水道事業について、未普及地域における生活排水処理施設の整備を進めると

ともに、『生活排水処理アクションプログラム』に基づき事業計画の変更を行いま

す。 

・下水道管渠長寿命化対策事業について、下水道管渠の適切な維持管理に向け、長寿

命化計画『ストックマネジメント計画』に基づき施設の更新を行います。 

・農業集落排水事業について、老朽化等により機能低下した施設を『機能強化対策事

業計画』に基づき更新します。 

・公共下水道や農業集落排水の事業計画区域外への浄化槽設置を支援します。 

 

 

おいしい水の安定供給、生活環境の向上

に取り組みます。 
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③ 新たな産業団地に対応出来る工業用の水の確保に努めます。 

・亀山・関テクノヒルズ付近等への新たな工業用の水を確保します。 

 

④ 経営基盤の強化に努めます。 

・水道料金や下水道使用料などの収納率向上に努めます。 

・水道管の漏水調査、修繕等により有収率の向上や下水道への接続率向上に努めま

す。 

・農業集落排水事業の公営企業会計化を進めます。 

 

 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

上水道課 上水道管理グループ 上水道工務グループ 

下水道課 下水道管理グループ 下水道工務グループ 

 

構成する課及びグループ 

 

（１）上水道及び工業用水道に関する事項 

（２）下水道に関する事項 

 

担当する事務 

 

総数 ２９人 

課別職員数（部長等、課に属さない職員は含まない） 

上水道課 １４人 下水道課 １４人 

 

職員数 

 

令和３年度上下水道部予算額 

一般会計      ９億 ２,４５４万円 

特別会計      ４億 ６,１０３万円 

公営企業会計   ４２億 ２,８８０万円 

  （一般職に係る人件費を除く） 
 

 
 

予算規模 
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危機管理監 豊田 達也 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆災害時において、自らを守る自助と、相互に助け合う共助の重要性を市民一人ひとり

や地域での意識を高め、それぞれが自らを守ることのできるよう、地域住民が自らの

課題として捉える地区防災計画の策定を進めます。 

◇自然災害による被害の軽減を図るため、市民・地域・行政等がそれぞれの責任と役割

のもと自助・共助・公助を基軸に、防災・減災対策を進めます。 

◇市民が、安全・安心な生活が送れるよう防犯対策・交通安全対策を講じ、地域安全の

充実を図ります。 

 

 

 

 

① 危機管理体制の強化を図ります。 

・災害時において、必要となる各種情報の収集・伝達・共有をより有機的に機能さ 

せるため、各対策部や地域との連携を進めます。 

・災害時において、職員が適切な対応が図れるよう、災害図上訓練等の訓練研修に 

取り組みます。 

② 防災環境の充実を図ります。 

・新型コロナウイルス感染症との複合災害や様々な人に配慮した避難所運営等を行う

とともに、防災資機材・備蓄品の充実を図ります。 

・市民への防災情報を効率的に迅速かつ正確に市民に伝えるため、伝達手段の重層化

やＤＸ等を踏まえ今後の方向性を検討します。 

 

③ 自主防災力の向上を図ります。 

・各地域の特性に応じた地区防災計画の策定支援に取り組みます。 

・防災出前講座、地域主催の防災訓練等の支援を行い、自助、共助の防災意識の向上

に努めます。 

・大規模地震や風水害発生の際に、より安全な避難行動が行えるよう、出前講座や地

域の防災活動等を通じて総合防災マップの啓発・普及を進めます。 

自助・共助・公助による安全・安心なまち

づくりを目指して考動します。 
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④ 地域安全の充実を図ります。 

・犯罪被害者等を支援するための条例を制定・運用するとともに、自転車損害賠償責

任保険への加入者支援制度を創設します。 

・防犯及び交通安全対策のため、亀山警察署や亀山地区防犯協会、亀山地区交通安全

協会等の関係機関と連携し、防犯活動・交通安全運動に取り組みます。 

・防犯対策の充実に向け、防犯灯のＬＥＤ化や都市公園等への防犯カメラ設置を進

めます。 

 

 

 

          

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

防災安全グループ 

 

構成するグループ 

 

危機管理に関する事項 

 

 

担当する事務 

 

総数 ５人 

課別職員数（課に属さない職員は含まない） 

防災安全課 ４人 

 

職員数 

 

令和３年度防災安全課予算額 

一般会計    ４，５０９万円 

  （一般職に係る人件費を除く） 

 

予算規模 
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会計管理者 米津ひろみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇会計事務を通して予算、契約、出納の視点から各課の業務を確認し、適正な収入・支

払い事務を行います。 

◇公金の管理・運用について、安全性及び収益性を重視し総合政策部財務課と連携しな

がら、資金ニーズに備えた流動性を確保した資金運用に取り組みます。 

 

 

 

 

 

① 出納・会計事務の向上を図ります。 

・出納グループ各職員が、出納業務全般について事務能力の向上が図れるよう、年度

途中に担当業務の見直しを行います。 

・各課の担当職員の理解がより深まるよう、会計事務のマニュアルの見直しを行い、

職員全体の事務能力の向上を図ります。 

 

② 安全で確実な公金管理に努めます。 

・各課の収支計画を基に、安定した支払準備金の確保に努めます。 

・公金等取扱いにおける事故を防止するため、会計規則及び公金等取扱基本マニュア

ルに基づき適切な管理と助言を行います。 

 

③ 公金収納の安全性、効率化に努めます。 

・職員が可能な限り直接現金に触れずに、口座振替による収納ができるよう、担当部

署と連携をし、公金の安全管理、収納の効率化に努めます。 

・キャッシュレス収納など収納方法の多様化に向けたサポート対応を行います。 

 

 

 

 

安全で適正な公金管理に努め、正確な

出納事務に取り組みます。 
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会計管理者の権限に属する事務の処理に関する事項 

 

担当する事務 

 

総数 ３人 

職員数 

 

令和３年度会計課予算額 

  一般会計    ３３１万円 

（一般職に係る人件費を除く） 

 

予算規模 

 

出納グループ 

 

構成するグループ 
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              消防部長 豊田 達也 
              

 

                             

 

 

 

 

 

◇市民の生命、身体及び財産を火災から保護するほか、救急搬送を適切に行うため、施

設及び資器材の充実強化を図るとともに、職員の知識及び技術の向上に努めます。 

 

 

 

 

 

① 消防体制の充実強化を図ります。 

・火災や救急、災害などの緊急時に的確に対応できるよう、消防職員の人材育成や消

防施設・設備の充実を図るとともに、津市及び鈴鹿市消防本部との消防指令業務の

共同運用について本格的な検討に着手するなど、関係機関等との連携を強化し、災

害対応力の強化を図ります。 

 

② 予防体制の充実強化を図ります。 

・火災予防を推進するため、住宅用火災警報器の設置及び適正な維持管理を促進する

とともに、将来の防火・防災活動を担う人材育成に努めます。 

・火災危険性が高い防火対象物・危険物施設へ重点的に立ち入り検査を実施し、防

火・保安体制の強化を図ります。 

 

③ 救急体制の充実強化を図ります。 

・適切な救急搬送を実施するため、救急救命士の養成や救急隊員の教育訓練を充実さ

せるとともに、救急ワークステーション及び鈴鹿亀山地域メディカルコントロール

協議会を通じて医療機関等との連携強化に努めます。 

・新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に留意した救急体制の整備に取り組みま

す。 

 

④ 消防団の充実強化を図ります。 

・あらゆる災害に対応するため、消防団の再編や施設・装備の見直しに向けた検討を

進めます。 

市民の安全・安心を守るため、火災や救急

など消防の任務を確実に遂行します。 
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消防総務課 総務・消防団グループ 消防救急グループ 

予防課   予防グループ 危険物グループ 

情報指令課 情報指令第１グループ 情報指令第２グループ 

 

 

構成する課及びグループ 

 

総数 ２４人 

課別職員数（部長等、課に属さない職員は含まない） 

消防総務課 １２人 予防課 ６人 情報指令課 ５人 

 

 

 

（１）消防行政に関する事項 

（２）火災予防に関する事項 

（３）災害情報の収集及び出動指令に関する事項 

 

 

担当する事務 

職員数 

 

令和３年度消防本部予算額 

一般会計 ２億４，１４７万円 

（一般職に係る人件費を除く） 

 

 

予算規模 
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消防署長 倉田 利彦 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

◇市民が安全で安心に暮らせるよう、施設や人員を有効に活用した、質の高い消防行政

サービスが提供できる組織を構築し、消防力の充実強化に努めます。 

 

 

 

 

① 消防体制の充実強化を図ります。 

・高度化・専門化する消防業務を確実に行うことができる人材の育成を進めるととも

に、頻発する自然災害や複雑多様化する各種災害に対し、安全的確に任務を遂行で

きる体制を確立します。 

 

② 救急体制の充実強化を図ります。 

・救命率の向上を図るため、市民による積極的な応急手当の実施を促進するほか、救

急事故等の未然防止を含めた救急車の適正利用の普及啓発や、救急救命士を含めた

救急隊員の訓練や教育体制を充実させ、新型コロナウイルス感染症対策に留意した

救急救命体制の強化に努めます。 

 

③ 地域消防力の充実強化を図ります。 

・消防団を中核とし、地域の実情に応じた、実戦的かつ効果的な合同訓練を展開する

ことで、一層の連携、協力体制の強化と災害時における活動能力の向上を図りま

す。 

 

 

 

 

 

 

任務に誇りと使命感を持ち、市民に信頼と

期待される活気ある消防を目指します。 
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警防課  指揮支援グループ 消防救助第１グループ 消防救助第２グループ 

  救急第１グループ 救急第２グループ 

関分署  消防第１グループ 消防第２グループ 

北東分署 消防第１グループ 消防第２グループ 

 

構成する課及びグループ 

 

（１）災害現場の安全管理及び現場指揮に関する事項 

（２）消防業務及び救急業務に関する事項 

（３）救急及び救助活動に関する事項 

 

担当する事務 

 

消防本部の予算に含む。 

 

 

 

総数 ５４人 

課別職員数（部長等、課に属さない職員は含まない） 

警防課 ２７人 関分署 １３人 北東分署 １３人 

 

職員数 

予算規模 
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教育部長 亀山 隆 

 

 

 

 

 

    

 

◇新型コロナウイルス感染症予防に確実かつ柔軟に対処し、「確かな学力」「健やかな

身体と心」を育む教育に取り組みます。 

◇子どもたちが安全で快適な学校生活を送るため、学校施設の計画的な環境整備を進め

ます。 

◇豊かな教育資源を活かし、地域に開かれた魅力ある学校づくりを進めます。 

◇「学びの場からつながる場へ」を実現するため、新しい時代に求められる学びの機能

を備えた、新図書館の整備を推進します。 

 

 

                                           参事 桜井 伸仁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 確かな学力、健やかな身体と心を育む教育に向けた取組を進めます。 

・すべての子どもの可能性を引き出し、個別最適な学びと協働的な学びに主軸を据え

た新たな「学校教育ビジョン」の策定を行います。 

・学校、地域が一体となって「いじめ」を許さない「いじめ」を見逃さない学校風土

と児童生徒の豊かな心の醸成に努めます。 

・関係機関と連携し、不登校など児童生徒や保護者の抱える問題に柔軟に対応するた

多様な教育課題に対して、優先度を整理

し、その実現に向けて確実にかつ柔軟に

取り組みます。 

 

令和５年開館に向けて、新図書館の整

備を着実に進めていきます。 
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め、これまでに積み上げてきた福祉部局との連携を一層強固にし、適応指導教室の

体制強化やNPOとの連携を生かした新たな仕組みづくりを進めます。 

・放課後子ども教室の開催や見守り体制の強化など、子どもたちが安全に安心して過

ごせる地域の居場所づくりを進めます。 

 

② 新型コロナウイルス感染症予防に確実かつ柔軟な対応を行い、学びの保障を進め

ます。 

・新型コロナウイルス感染症予防を踏まえ、かつ感染症拡大の状況に柔軟に対応して

た学びの保障を図ります。 

・学校における衛生管理及び基本的な感染症予防の徹底を図ります。 

 

③ 施設・設備の整備、中学校給食の実施、教職員の働き方改革など、安全で快適な

学習環境に向けた取り組みを進めます。 

・学校施設の改築や改修等の施設整備や中学校給食実施を計画的に進めるために、国

の動向や現状と課題を整理して中・長期的展望を見据えた計画づくりを進め、優先

度を勘案して、総合計画後期実施計画への位置付け等を進めます。 

・GIGAスクール構想に基づいたオンライン学習の展開の拡充など、「亀山市版 ICT

運用ガイドブック」に基づいた小・中学校における教育の情報化の適切な運用とそ

の推進を図ります。 

・意識変革、方針・規則に沿った教職員の働き方改革の取組を進めます。 

 

④ 地域に開かれた魅力ある学校づくりを進めます。 

・地域と一体となった学校運営や教育活動を行うコミュニティ・スクールの実効的な

展開推進に取り組みます。 

 

⑤ 地域づくりの核となる図書館整備を着実に進めます。 

・図書館整備基本計画に基づき、関係部局との充分な連携のもとで新図書館整備を着

実に進めます。 

・図書館サービス実施計画や蔵書計画などに基づいて、市民意見を十分に尊重しなが

ら地域課題解決に向けた図書館サービスを具体的に展開するよう、新図書館の開館

準備を進めます。 

・新図書館での展開を視野に入れた「第4次亀山っ子読書推進プラン」の策定を行い

ます。 

 

⑥ 学びによる地域づくりを基軸とした地域人材の育成を進めます。 

・ICTの活用やSDGｓなどの新たな視点を踏まえて「生涯学習計画」の改訂を行いま

す。 

・「かめやま人キャンパス」を核とした地域に根差し地域で活躍する人材育成の仕組

みづくりを進めます。 
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（１）学校施設に関する事項 

（２）学校教育に関する事項 

（３）社会教育に関する事項 

（４）図書館の運営に関する事項 

         

 

 

   

総数 ４６人 

課別職員数（部長等、課に属さない職員は含まない） 

教育総務課 １５人  学校教育課 １１人 生涯学習課 ５人  

図書館     ５人   小中学校   ９人   

 

 

   

 

令和３年度教育委員会予算額 

一般会計 １４億３３５万円 

（一般職に係る人件費を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当する事務 

職員数 

予算規模 

 

教育総務課 教育総務グループ 保健給食グループ 

学校教育課  学事教職員グループ 教育支援グループ 教育研究グループ 

生涯学習課  社会教育グループ  

図書館 

 

構成する課及びグループ 
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事務局長 木﨑 保光 

 

事務局長 木﨑 保光 

 

 

 

 

 

 

◇監査委員の指揮の下、市の行財政運営について、健全性及び透明性の確保に寄与し、

また、事務の管理及び執行等について、合規性・経済性・効率性・有効性の観点から

監査を実施するとともに指導を行い、その結果を公表するなどにより、民主的かつ能

率的な行政の執行確保に努めます。 

◇監査委員が職務を円滑に遂行できるよう務め、もって住民の福祉の増進と地方自治 

の本旨の実現に寄与します。 

 

 

 

   

監査基準に従い、次の監査を効率的・効果的に実施するとともに、監査能力の向上に

努めます。 

 

① 定期監査（財務監査及び行政監査） 

・地方自治法の規定に基づき、部・課等を対象に５月から７月に実施します。 

 

② 例月現金出納検査 

・毎月１５日以降月末までの間に会計管理者及び企業会計の長が行う現金の出納検査

を実施します。 

 

③ 随時監査等 

・財政援助団体等監査 

市が補助金や貸付金などの財政的援助を行っている団体及び出資している団体

に対して実施します。 

・指定管理者監査 

公の施設の管理に関する指定管理者に対して実施します。 

・工事監査 

選定した市の発注工事に対して実施します。 

亀山市監査基準に従い、監査の実効性を確保

し、効率的・効果的に監査を実施します。 
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④ 決算審査等 

・地方自治法及び地方公営企業法の規定に基づき、令和２年度決算及び附属書類につ

いて審査を実施します。 

・基金の運用状況や財政健全化及び経営健全化の審査を実施します。 

 

⑤ 研修会等への参加 

・監査委員の職務が遂行されるよう、地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その

他行政運営に関して、専門能力の向上と知識の蓄積を図るよう研鑽に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査委員の行う職務の補助執行に関する事項 

 

担当する事務 

 

総数 ２人 

 

職員数 

 

令和３年度監査委員事務局予算額 

一般会計  ５２９万円 

（一般職に係る人件費を除く） 

 

予算規模 

 

監査グループ 

 

構成するグループ 
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           事務局長  松村 大 

 

 

 

 

 

 

 

◇選挙管理委員会の指揮監督の下、民主政治の根幹を支える選挙等を法令に基づき適正

かつ円滑に執行します。また、市民が投票しやすい環境をつくるとともに、選挙啓発

を効果的に行います。 

 

◇選挙は、国民が政治に参加する最も重要かつ基本的な機会であることから、啓発活動

による選挙制度の周知、投票行動の喚起、公正な選挙に対する市民意識の高揚を図り

ます。 

 

 

 

 

 

① 選挙に対する意識の高揚に努めます。 

・自治会、地域まちづくり協議会、女性団体の代表者や一般市民からなる「亀山市

明るい選挙推進協議会」と連携・協力し、有権者に対して選挙啓発活動を実施す

るとともに、市のホームページやケーブルテレビ等を活用して、選挙への参加を

呼びかけます。 

・教育機関と連携し、将来の有権者である子どもたちに少しでも政治や選挙への関心

を持ってもらうため、市内の全小中学校を対象に「明るい選挙啓発ポスター」を募

集するとともに、高校生など若者世代に対する選挙啓発活動を積極的に行います。 

 

②  法令を遵守し適正で迅速な執行管理に努めます。 

・市民に選挙結果を早く知らせるため、開票関連機器の活用や開票作業の工夫により、

開票事務の更なる迅速化を図り、サービス向上やコスト縮減などに努めます。 

・選挙の執行に当たっては、説明会を開催するなど選挙事務従事者の情報共有を図

り、法令を遵守した公正かつ適正な選挙を執行します。 

 

 

 

 

投票率の向上や選挙事務の迅速かつ適

正な執行に努めます。 
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③ 衆議院議員総選挙の投票率向上に努めます。 

・衆議院議員総選挙が行われるため、新型コロナウィルス感染症対策を十分徹底し、

投票日の周知や期日前投票を含めた有権者が投票しやすい環境に配慮して、投票率

の向上に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

令和３年度選挙管理委員会事務局予算額 

一般会計   ２，６８７万円 

     （一般職に係る人件費を除く） 

 

予算規模 

 

選挙管理委員会の事務処理に関する事項 

 

担当する事務 

 

総数 ２人 

 

 

 

職員数 

 

選挙管理グループ 

 

構成するグループ 


